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[要旨1
近年、企業同士が密接に結び付いた産業集積の構造や、企業聞の取引構造を研究する上で重要な企業間関
係そのものを直接分析できる、ネットワーク分析という新しい手法が導入されるようになってきた。坂田ほ
か [2005、2009]は、全国の主要な産業集積地域を対象に、企業間の取引ネットワーク構造を測定し、経済
発展する地域とネットワーク構造のある特徴の問に関係があることを示唆している。
しかし、これらの研究は、①ネットワーク全体の性質と経済発展を追求したものであり、個々の企業の性
質はあきらかになっていない。さらに個々の企業に対するミクロ的な分析を行う必要がある。②また、取引
の方向性を考慮しない「無向グラフJを用いたものであるが、企業取引は r)1上」から「川下Jへ流れがあ
り、ネットワーク分析を産業分野に適用するには、取引の方向性を考慮した分析を行うことが必要である。
本研究では、新潟県燕地域の金属加工産業を対象に、燕地域の企業聞の取引をもとに、各企業の「購入先」
を「入次数」とし、「販売先」を「出次数Jとする有向グラフを作成し、ミクロ的な視点から産業集積地域
内おける企業聞の取引の流れを把握し、産地型集積地の企業が保有する技術と企業聞の分業構造との関係か
ら、イノベーション生成との関係について考察を行った。
その結果、企業開ネットワークとイノベーションの生成との関係において、ネットワーク構造上有利で特
色のある企業が抽出された。イノベーション生成の可能性の高い企業は、①個々の企業の技術力だけでなく、
②ネットワーク上の多様な接続をもっ有利な地位の獲得、③対等な企業問ネットワークの維持、が重要であ
ることがわかる。これまで、産地型集積地は、地理的に集中することによる輸送費、原材料購入費の低減、
人的資源の確保の容易さが集積の利益を生む一つの背景といわれていた。しかし、本研究で、活力ある産業
集積地域においては、産業集積内でのネットワークの構造的優位性が一定の重要な役割を果たしていること
が示唆される。
[キーワード]
産業集積、イノベーション、ネットワーク構造、新潟県燕市、金属加工産業
[abstract] 
Tsubame region in Niigata Prefecture is considered to be a typical area of indus凶alagglomerations. In this area 
incremental improvements that bring new products紅巴emergingcontinuously. The author assumed "Supplier" of巴ach
enterprise to be "Indegree"， and mad巴th巴directedgraph where "Customer" was assumed to b巴"Outd巴gree".And the 
flow of the transactions between the ent巴rpriseswas understood from a micro aspect， and the relation to the innovation 
generation was considered from the technology that the enterprise had and the relation between the enterprises to the 
division of labor. In the relation to the network structure among enterprises and the generation of innovation， itis found 
that①as well as technical power of each enterprise，②acquisition of the profitable status with various connections on 
the network，③holdings of the equal status between enterprise紅eshowed to be important. 
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しはじめに
近年、企業同士が密接に結び付いた産業集積 1)の構造や、企業聞の取引構造を研究する上で重要な企業
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間関係そのものを直接分析できる、ネットワーク分析という新しい手法が導入されるようになってきた。
多くの日本の伝統的な産地型集積地(橋本 [1997]、中小企業庁 [2006])は、囲内需要の低迷や輸出減・
輸入増などによる販売競争の激化や内外市場の構造変化のもとで、高付加価値化により市場における製品の
優位性を高めること、あるいは変化の著しい消費者ニーズに柔軟に対応するため、情報収集力や商品企画・
提案力を強化していくなどの対応が求められている。
このような中、燕地域2)は、金属洋食器において全国で9割 (2009年工業統計調査)ものシュアを占め
るとともに、ハウスウェア製品や、多様な製品を生み出し続け、環境激変に対応しつづける産地型集積地で
ある。そこでは、金属加工という多様な産業への応用可能性が高い技術の保有が柔軟な転化を可能にしたこ
と等が大きな要因であったとしている(商工総合研究所 [2009])。
本研究では、燕地域を事例として、企業が保有する技術と、企業聞の分業構造から、イノベーション生成
との関係を考察する。「イノベーションJは、さまざまな企業の革新的な事業活動に起因すると考えられて
いる。新しい技術や商品の開発をめざしたプロダクト・イノベーションもあれば、生産工程の改善をめざした
プロセス・イノベーションもある。それだけでなく、斬新な販売・宣伝方法や新しい組織マネジメントの方法
など、商品や生産方法と直接関係のないイノベーションもある(塩野・中山・東畑 [1977])。ここでは、イ
ノベーションを産業集積地域と密接な関係を有し、その集積の中から新しい技術や商品の開発、生産工程の
改善により多様な製品群が生み出されてくることとし、その関係について考察を行う。
l.燕地域の金属加工産業について
1 .燕地域について
新潟県燕地域の中心となる新潟県燕市は、越後平野のほぼ中央、新潟市と長岡市の中間に位置し、信濃川
と中ノ口川、西川に沿って形成されており、旧燕市・吉田町・分水町が合併し、 2006年3月、「燕市jが誕
生した。面積110.94平方キロメートル、人口 8万3269人 (2005年国勢調査)、製造品出荷額は3341億9428万
円 (2009年工業統計調査)である。
出荷額等から見た主要業種は、金属製品22.1%、電子部品・情報通信16.9%、一般機械器具15.1%、電気
機械器具13.3%、鉄鋼10.6%である。一方、従業者4人以上の事業所数は735事業所 (2009年工業統計調査)
で、業種別構成比は、金属製品47.8%、一般機械器具23.4%で、この 2者で全体の約7割を占めている。ま
た、従業者規模別では、従業者19人以下の事業所が全体の91.6%(2009年工業統計調査)を占めており、中
小零細企業が多いことがうかがえる。一方、従業者4人以上の事業所で働く従業者数は、 1万5394人 (2009
年工業統計調査)で、従業者数を業種別にみると金属製品が35.2%を占めている。
このことから新潟県燕地域は、「中小零細の金属製品の製造にたずさわる事業所が集積した金属製品製造
業が中心Jの産地型集積地である。燕地域の金属洋食器・金属器物等の金属加工産業の集積エリアは図 1の
とおりである。
2.燕地域の金属加工産業の概要
燕地域の産業は、江戸時代の和釘の生産に始まったといわれている。明治期には洋釘の普及に伴う和釘の
衰退により、煙管・矢立・銅器へと転換した。大正初期には銅器の技術を活かして金属洋食器を手がけ、世
界的な金属洋食器の産地となった。その後は、台所用器物、調理用具なとeの金属ハウスウェアが台頭、金属
洋食器と並ぶ代表的な産業となった。
現在は、地域に集積するステンレス加工にかかるプレス・研磨等の加工技術を活かし、多様な分野への事
業展開が図られている。燕市の I金属洋食器」および「金属器物」の製造品出荷額合計は、「金属洋食器」
の製造がピークをむかえた1981年に967億8450万円を記録したが、その後の金属洋食器減少に伴い減少を続
けた。しかし「金属器物Jの製造がピークをむかえた1991年には941億238万円と第2のピークを迎え、その
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図 1 燕地域の金属洋食器・金属器物等の金属加工産業の集積エリア
(出所)IJ¥土地用院発行の基盤地図情報をベースマップとし、筆者調査結果を追加したもの。
後、減少を続けている(斉藤ほか [2009Jp.161) (図2)。しかし、「食卓用ナイフ・フォーク・スプーン
(めっき製を含む)J、「その他の洋食器」の燕地域の製造品出荷額合計は、全国シェア 9割を占めている
(2009年工業統計調査)。
「燕市の統計J(燕地区・吉田地区・分水地区の合計)によれば、「金属製品 1(金属洋食器、金属器物、
金属研磨等)Jの製造品出荷額は504.7億円 (2003年)から499.2億円 (2008年)と1.1%の減少となっている。
金属洋食器等の製造晶出荷額等の推移(1976-2003年)
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図 2 金属洋食器・金属器物の製造出荷額の推移(旧燕市)
(出所)斎藤・長井・細川・小杉 [208] r金属洋食器産業の盛衰と燕市財政一高度経済
成長円高グローパル化からーJr新潟大学経済論集J第86号p.160を筆者加工。
武田至弘「企業間ネットワークの構造とイノベーシヨンに関する研究」 103 
しかし、「金属製品2(利器工匠具、作業工具、製缶板金、金属彫刻、電気めっき、金型・同部分品)Jの製
造品出荷額は249.1億円 (2003年)が、 315.4億円 (2008年)と26.6%の増加となっている。金属製品小計で
は、 753.81)意円 (2003年)が814.6億円 (2008年)と 8%の微増となっている(表 1)。燕地域で「製缶板金j
の製造品出荷額が1.6倍に増加するなど、金属洋食器、金属器物以外の金属製品群が依然発展していること
カすわかる。
表1 製造出荷額等の推移(燕地区・吉田地区・分水地区の合計)
(単位 100万円、
2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2008/2003 
金属洋食器 1.180.667 1，014，237 943，272 929，574 1，162，202 1，048，734 0.888 
金属器物 3，591.761 3.731，537 3635149 3，520.744 3.492.417 3，749，286 1.044 
金属研磨等 274，809 276，119 262，712 247，599 170，708 194，125 0，706 
金属製品1(小計) 5，047，237 5，021，893 4，841，133 4，697，917 4，825，327 4，992，145 0.989 
|利器工匠異 378，832 398，116 400，740 422，920 557，664 479，694 1.266 
|作業工具 297，093 284.454 301.285 292，487 354.704 376，608 1.268 
|製缶板金 656，627 681，110 901.276 872，781 905，630 1，021，357 1.555 
|金量彫婁l 17.482 15，563 11.101 14，221 9.8491X 
|電気めっき 140，914 119.422 123，641 128，243 132，387 148，727 1.055 
金型・岡部分品 1，000，239 874.415 1，054，854 946，876 918，574 1，127，581 1.127 
金属製品2(小計) 2.491，187 2，373，080 2，792，897 2.67.528 2，878，808 3，153，967 1.266 
金属製品小計 7，538.424 7，394，973 7，634，030 7，375.445 7，704，135 8，146，112 1.081 
|虚業用機械 279，301 282，789 286，335 396，882 439，530 362，292 1.297 
※プラスチyク製品 1.268，120 1.589.980 1，406.851 1，544，088 1.496，692 1.543，600 1.217 
※鉄鋼 3，618，910 4，066.811 4，531，64日 4，884，193 5，593，626 6，099，878 1.686 
出塁電気機種 5，225，435 5，397，364 5，617，638 4，904，069 5，123，577 4，933，965 0，944 
※情報通信機械 8.431，310 10，210.468 6，798，125 7.407，932 8，704，967 7.799，569 0，925 
|合計 26，361，500 28，942，385 26，274，627 26，512，609 29，062，527 28，281，340 1.073 
※金属彰刻lま含言す
(出所) I燕市の統計jから筆者作成。
3.燕地域の事業転換と金属加工技術を中心とした事業展開の変遷
燕地域の産業の変遷には、池田ほか[1982]、関・福田 [1998]、渡辺・遠山・三井 [2001]、北嶋 [2005]、
斉藤ほか [2008]、新潟市都市政策研究所 [2009]、伊藤・土屋 [2009]などの研究がある。概要をまとめる
と以下のとおりである(図 3)。
( 1 )和釘・煙管・矢立・銅器の生産
燕地域の産業は江戸時代のはじめより和釘・やすり・銅器・煙管などを中心として発達してきた。徳川幕
府が大川の洪水で、疲弊する農民の救済を目的に和釘生産を奨励し、それ以降、和釘(家釘)の需要が増大し、
近郷を合わせて「釘鍛冶千人」とまで言われるほどに繁盛をきわめ、燕地域は東日本の和釘生産の本場とな
った。 1700年頃には自家用鋸の目立て道具としてヤスリの製造も始まった。さらに、元禄年間に聞かれた間
瀬銅山の銅を用いて燕地域では銅器の生産が行われるようになり明和年間(1764年-)には、会津地方から
図3 燕地域の事業転換
(出所)中小企業金融公庫 [2007b]p.4に筆者追記。
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鎚起の技術を用いた新しい製造法が導入され、併せて煙管なども製造されるようになった。これら燕地域の
金属加工技術は、飾り物などの彫金技術と一体化、家内工業生産の支柱として農村との密接な関連性を保持
しながら発展してきた。
( 2 )金属洋食器の生産
しかし、明治維新以降、和釘は洋釘に、煙管は紙巻タバコに、矢立は万年筆に取って代わられ、銅器はア
ルミニウムの普及に加え1914年の第一次世界大戦勃発により鋼が高騰するなどの経緯をたどり、これらの産
業は衰退の一途をたどった。
しかし、大戦のさなか、外国からスプーン・フォークの見本が持ち込まれ、燕地域で試作に成功、このこ
とは長い間つちかった金属加工技術をもとに金属洋食器の製造という活路を聞くこととなった。当初は真鎗
や洋白を用い手造りという工程も新しい機械技術やステンレス鋼などの導入により生産量の増大・品質の向
上などを図り、燕地域の金属洋食器の輸出が急速に拡大した。
( 3 )金属ハウスウェアから新分野ヘ
第二次世界大戦後は、ステンレス加工技術を活かした金属ハウスウエア製品の生産も活発化し、金属洋食
器と共に圏内はもちろん世界百数十ヶ国に輪出された。現在では、これらの伝統産業を大切に保存しながら
も、画期的な創造力で、プラスチック製品、ミシン部品、金属雑貨、ゴルフクラブ、カーブミラー、農機具
などの金属製品、さらに近年は、先端の加工技術を取入れ、チタン、マグネシウムなどの新素材を用いた新
分野への業種転換及ぴ多角化が行われている。
( 4 )革新的技術の開発・普及
1951年に超音波洗浄機、 1952年に電解研磨機技術が相次いで開発された。これらの技術は、金属洋食器の
生産工程や産地構造に変化をもたらし、燕地域が産地としての競争力を高めた。また、ステンレス鋼の加工
技術の確立が、世界の需要に応えて伸びてきた要因の 1つである。このステンレス鋼の加工技術は他業種へ
の転換が可能な技術だと言える(池田他 [1982]p.38)。このように、燕地域では外部カミらの需要の導入と、
それに対応する金属加工技術の導入・開発・蓄積が産業集積地域の競争力を飛躍的に高めたといえる。
4.地域産業企業の転換方向と産業集積
吉田 ([1998]pp.49-5l)は、燕地域において、産地構造の抜本的改革を主導する地域中核企業の新たな
挑戦方向を、その重点の置き方によって、 3類型に区分している。第一類型は、金属洋食器・ハウスウェア
の生産に関わる技術の先端化に基礎を置いた形で市場競争力を強める企業群である。第二類型は、常に最先
端の素材の加工にチャレンジし、新分野を開拓し、新素材の加工という視点から新分野の開拓に挑戦する企
業群である。第三類型は、金属加工に関する自社独自ノウハウ(固有技術)を成長市場に適用することによ
り、新分野開拓を志向する企業群である。
一方、渡辺ほか ([2001]p.1l9-123)は、業態や存続面での特徴と地域産業集積との連聞から燕地域の
企業群を 6類型に区分している。第 1類型は、圏内向け自社ブランド洋食器メーカーで、燕地域の洋食器産
地としての伝統を引き継ぎ、高級洋食器やハウスウェアのブランド品を生産する企業、第2類型は消費者向
けハウスウェア卸売企業、第3類型は業務用ハウスウェア卸売企業、第4類型は、高度生産技術広域受注企
業とし、燕地域を出自とするメーカーで、現在では洋食器やハウスウェア関連の生産を行っていない企業、
第5類型は、ニッチ市場向け独自製品開発企業で必ずしも洋食器やハウスウェアのメーカーとはいえないメ
ーカーに転換した企業、第6類型は、特定加工専門化広域受注企業で、元の産業集積を生かし、圏内の特定
需要内容の特定専門加工を行う広域受注企業である。
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5.燕地域の産業集積の構造
中小企業庁 ([1997Jp.195) によれば、燕・三条地域においては、需要の搬入・製品企画は基本的に産地
問屋が担っており、これまでの取扱い製品・商品の変化も産地問屋主導でおこなわれてきたとしている。集
積内のネットワークは、産地問屋と、生産・製造機能をコーデイネートする元請けメーカーとで分担、もし
くは両方の協力により機能しているとしている(図4)。
図4 r燕・三条地域製造業の集積の構造」
(出所)中小企業庁 [1997] ["第2-2・50図Jr中小企業白書平成9年度版Jp.195。
また、椎谷 ([2005Jp.25)は、生産・製造機能の中心は、「一貫生産形態業者」と、仕上げ工程だけを内
作し、他の生産工程の大半を外注に依存している「製造問屋形態業者J(燕産地独特の名称)に区分される
元請業者といわれるものにあり、その下請けとして、生地工程を担当し半製品にまで仕上げる「生地下請業
者jと多様な研磨工程を担当する「研磨業者j、この他、「鍛造j、「プレス加工J、「電気メッキJなどの専門
サプライヤーが存在するとしている。さらに関連業者として「金型・金型彫金業」、「プラスチック成形業J
などが専門サプライヤーとして独自の業界を結成しており、これらが産地の社会的分業体制を形成している
としている。
さらに商工総合研究所 ([2009Jpp.1-3)は、燕地域での事業転換の背景には、企業間工程分業によって、
個々の企業の軽装備・低資本での起業を可能とし、事業転換に伴うリスク負担を小さくしたこと、金属加工
という多様な産業への応用可能性が高い技術の保有が柔軟な転化を可能にしたこと等が大きな要因であった
としている。しかし、近年、受注先業種の多角化や事業転換、製品開発のための秘密保持、生産性向上や高
品質化などへの対応力を強化するため、周辺工程の内製化など、分業生産体制に基づく取引の流れに変化が
見られる。あるいは、卸売が企画・開発機能を持ち、地域内企業に発注するファプレス的な展開、元請業者
が消費地問屋や有力小売への直販、通販、代理屈方式による販売など、最終消費者により近い販路を重視し
ていることが確認されるとしている。
このように燕地域では、それぞれの企業の経営戦略による事業展開が相互に作用し合うことで、同産地は、
多品種・少量・短納期・厳格な品質管理といったきめ細かな対応力や製品開発力に特色を有するようになっ
てきたと考えられる。
6.産地型集積地と関連企業について
このように、燕地域では、外部からの需要や材料の導入と、それに対応する金属加工技術の導入・開発に
加えて、地域に蓄積されたステンレスやチタンなどの金属加工技術と企業間工程分業が適合し、多様な製品
群が生み出されてきた。またその特徴から様々な企業群に分類する研究がなされている。しかし、燕地域に
おいては、従来分析されてきた集積の構造や、企業の役割・機能が絶えず、変化し続けている。本研究の目的
である、燕地域が新商品を生み出し競争力を維持しつづけている要因を、この産地型集積地の企業が保有す
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る技術と、企業聞の分業構造との関係からイノベーションの生成との関係を分析するには、従来の分類・枠
組みでは不十分であり、新たに検討を要すると考える。
m.ネットワーク分析について
1 .ネットワーク分析の地域経済分析への応用
近年、企業間取引の情報をもとに、ネットワーク分析手法を用いて産業集積の特性を分析する研究がなさ
れている。
坂田ほか ([2005Jpp.182・195)は、地域経済圏の成長にとって最適な地域ネットワークについて、 4地域
の経済圏を対象に分析を行い、この中で「京都Jは i3次の隔たりの街Jと呼べる存在であり、異分野をつ
なぐ「橋jの数も多いスモール・ワールド型 31の構造であることを見出したとしている。
さらに、坂田ほか ([2009Jpp.66-79)は、全国18地域・分野について地域聞のネットワーク構造を測定
し、経済発展する地域とその地域のネットワークの構造のある特徴の聞に関係があることを示唆している。
また、中野 [2007Jは東京都大田区、安田 [2005Jはトヨタを中心にした取引を分析し、スケール・フリー
性41の確認ができたとしている。
このように、ネットワーク分析手法を用いて産業集積地域の特徴を明らかにする試みがなされている。こ
れらの結果は、今後の産業集積政策を推進する上で重要な知見をもたらすと考えられる。
しかし、これらの研究は、①ネットワーク全体の性質と経済発展を追求したものであり、個々の企業の性
質はあきらかになっていない。さらに個々の企業に対するミクロ的な分析を行う必要がある。②また、取引
の方向性を考慮しない「無向グラフjを用いたものであるが、企業取引は円1上jから「川下jへ流れがあ
り、ネットワーク分析を産業分野に適用するには、取引の方向性を考慮した分析を行うことが必要である。
本研究では、新潟県燕地域の金属加工産業を対象に、燕地域の企業聞の取引をもとに、各企業の「購入先」
を「入次数jとし、「販売先jを「出次数」とする有向グラフを作成し、ミクロ的な視点から産業集積地域
内おける企業問の取引の流れを把握し、産地型集積地の企業が保有する技術と、企業聞の分業構造との関係
から、イノベーション生成との関係について考察をおこなう。
2.ネットワーク分析の基本的概念とモデル
ネットワークとは、人間関係・企業間関係や交通網など様々な場所で使われる言葉である。ネットワーク
分析では、ネットワーク内の行為主体を点 (node) と呼ぴ、点間の連結関係は方向性のある線は弧 (arc)、
方向性のない線はエッジ (edg巴)で表し、全体をグラフ (graph) と呼ぶ。そして、ネットワーク分析では
点と弧あるいはエッジがどのような関係構造をもっているかを分析するものである。
個々の企業が取引相手企業を選択する場合、その相手をランダムに選択するのではなく、取引相手や売買
される財やサーピスの価値などから、合理的に取引行為の有無およびその相手を決定すると考えられる(安
田 [2005Jp却。このため、本研究においては、事業活動を営む個々の企業に着目し、個々の企業の取引構
造のトポロジーの分析を行う。
3.ネットワーク分析に当たっての指標の検討
( 1 )次数 (degree)
「次数jは、ネットワークにおいて、各主体(ノード)につながる孤あるいはエッジの数である。入力お
よび出力方向の次数から、企業聞の取引の流れを把握する。
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( 2 )構造的空隙 (structuralholes)モデルにおける構造的制約 (structuralconstrain) と制約度の総和
(aggregate constraint) 
構造的空隙は、パートが提示した社会ネットワーク理論の一概念である。図5のBとCのように、 Aを介
する紐帯が存在するのに、直接の紐帯がなく、関係が分断されているような状況で、アクターが受ける制約
を「構造的制約jと呼び、このような関係の分断を「構造的空隙jと呼んでいる。一方、各行為者に対する
ネットワーク内の他の行為者からの制約度を合計したものを「制約度の総和jと定義した。ネットワーク全
体からの制約度が低いほど、その行為者は他者からの制約を受けにくく行為の自由度が高い(パート [2006J
pp.49・61、安田 [2008bJpp.107-111)。このような橋渡し型の関係を有する者は、情報収集範囲が広く、情
報伝達力も強いので、多様な情報を集める、異なる価値観を伝える、新鮮な視点をもたらすなどのメリット
がある(安田 [2008aJp.93)。さらに、イノベーションを創発させる「ゲートキーパー」の役割を担うとし
ている(リー=シューダ [2004Jpp.18-19)。
/~ 
図5 三者関係
(出所)筆者作成。
4.燕地域における企業間取引ネットワークの現状
ネットワーク分析を企業問の取引関係に適用するには、企業関の取引に売り買いの方向性を考慮する必要
がある。本研究では、各企業の取引先との関係で、[購入先」を「入次数jとし、「販売先」を「出次数Jと
する有向グラフとして、産業集積地域内おける企業聞の取引の流れの把握し、その取引構造を分析する。な
お分析の対象企業は、燕市に本社を有し、「燕商工会議所JI日本金属ハウスウェア工業組合JI日本金属洋
食器工業組合JIRaDD協同組合つばめ物流センタ-Jのいずれかの会員であって、『東商信用録平成21年版』
[2009Jに掲載されている企業を「中核企業jとする。そして、産業集積地域の企業群の相互ネットワーク
を分析することが目的であることから、複数の「中核企業」の「購入先JI販売先Jに記載されている企業
を「連携企業5)Jとし分析の対象に含める。本研究では、「燕地域内の取引jを、「中核企業間jおよび「中
核企業と連携企業」の取引とする。
さらに、抽出された企業については、その役割を明らかにするため、「卸JI製造・卸JI製造JI材料」に
分類 6)し、各企業にコードを振り分けた。なお、分類にあたっては各企業のホームページ、団体の名簿を
参考に、複数の役割を有している場合は、代表的であろうと想定される分野に分類を行った。抽出された企
業は表2のとおりである。「中核企業」は57社、「取引先企業」は新潟県内32社、新潟県外33社の合計122社
であった。燕地域の特徴は、「中核企業jは、「製造j、「卸J、「材料j、「製造・卸Jの役割を担っていること
がわかる。また新潟県内でみると「材料j、「製造j、「製造・却J、「卸jの役割のすべてを有しており、新潟
県外の企業は、主に「卸jの役割を担っていることがわかる。
次に取引の特徴を見る。企業聞の取引数を一覧にまとめたのが表3である。この表では燕地域内の取引の
流れをみるため、あえて企業数で割り戻すことはしていない。表の縦方向が「仕入れ先」を、横方向が「販
売先jを示している。
中核企業の「材料jについてみると、新潟県外から仕入れ、中核企業の「製造」、新潟県内の「製造」に
販売していることがわかる。次に中核企業の「製造jは、中核企業の「材料jあるいは、新潟県内の「材料J、
中核企業の「製造jあるいは、新潟県内の「製造」からも仕入れ、中核企業の「卸」、新潟県外の印刷、中
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表 2 r燕地域内の取引」で抽出された企業
燕地域 役割 企業数 比率(%) 
置車基 18 14.75 
蒸地場全体 |製造 521 42.62 
製造1畳一 14 1.48 
卸 381 31.15 
合計 122 100.00 
中核企業 材料 4 3.28 
製造 351 28.69 
製造oj型 3 2.46 
l卸 15 12.30 
直監 571 46.72 
取引先企業 材料 141 11.48 
製造 17 1393 
製造!血 1 9.02 
|卸 23 18.85 
|合計 651 53.28 
|材料 B 6.56 
新潟 |製造 151 12.30 l製造・卸 6 4.92 県 |卸 3 2.46 
合計 L____l1 26.23 
(出所)筆者作成。
表3 r燕地域内の取51Jにおける企業聞の取引数一覧
んで
製 製
材料 製造 製 材料 材料 製造 製造 造・ 造・ 卸 卸造・ 卸燕 (新 (新 (新 卸 卸 (新 (新燕合 燕合 卸燕 合計 潟県 潟県 潟県 (新潟 (新 (新 潟県 潟県計 計 合計 内) 外) 内) 県外)陸空I:~ 内) 外)
|材料(中核企業) 32 。 3 。 。 5 。
I|製卸造(中・(卸核中核企(中企業核業)企)業) 。 14 10 57 。 2 4 3 12 B 3 26 。 。 。 。 。 。 。 。 。 7 
。 。 。 。 。 。 。 。 。 2l___j .3. 
l材料(新潟県内) 01 49 。 1~ ~ ~ ~ ~ どと ~ ど三/
|材料(新潟県外) 5 5 。 Q.Lど /イ ど//と ど三 どこ iど ζζ 
‘(駈2重県内) 01 21 3 15ど ど三 ど三 ど三 ζこζこζこ ζこ
新潟県外) 。 。 。 。~ ~ ~ ~ ~ ~ L:こ L:こ
卸(新潟県内) 61/ ~ ~ ~ / / / / 
卸(新潟県外) 。 。 。 21/ / v ~ ど iど iど ど三
l創{章li姐盛内) 。 。 。 。ど三 ど三 ど三 tど ζこ 正こ 正こ 正こ
|卸(新潟県外) 。 。 1L:こしど L:三 ど三こkこk二lζこLζ二
(出所)筆者作成。
核企業の「製造Jに販売していることがわかる。次に、中核企業の「製造・却」は、新潟県外の「卸」に販
売している。さらに中核企業の「却」は、中核企業の「製造」、あるいは新潟県内の「製造jから仕入れ、
新潟県外の「卸Jに販売していることがわかる。これらのことから、燕地域においては、中核企業及び新潟
県内メーカーが I材料」の供給を行い、その材料を用いて中核企業及び新潟県内の「製造」聞の取引を経て、
中核企業及び新潟県外の「卸jに販売し、中核企業の「卸」は、県外の「卸」に製品を販売していることが
わかる。この取引の流れは、中小企業庁 [1997] と同じ傾向であることがわかる。
次に、ソフトウェア rPajek~ を用いて、燕地域内の取引における企業聞の取引をビジュアル化したもの
を図6に示す。「材料jが、 I製造Jおよび I製造・卸」に材料を供給し、「製造jは、「卸j、および「製
造・卸jに製品を供給していることがわかる。このことからも、図4に示す構造にほぼ一致していることが
わかる。
しかし、先行研究でも触れられているように、燕地域の新分野開拓、すなわち産業集積地域と密接な関係
を有し、その集積の中から新たな製品を生みだす企業はどこなのか、この図から読み取れることはできない。
そこで取引の流れの中心になっている企業に着目し、その企業を取り巻く取引関係に注目し、分析を行いた
しミ。
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材料 -ゆ 製造 ... 製造・卸圃'卸
図6 r燕地域内の取51Jにおける企業間取引
(出所)筆者作成。
N. iネットワーク構造」と「イノベーションJ生成に関する分析と検証
1 .分析モデルの検討
企業が取引を有利に進めるには、自らの製品製造技術を高め他社ができない製品や加工技術を保有し、購
入先と販売先に対し、価格や納期などの交渉を有利に行っていく必要がある。パートの「構想的空隙」の指
標である「制約度の総和jを用いることにより、ネットワーク全体からの制約度が低い、他者からの制約を
受けにくく行為の自由度が高い企業を抽出することは可能となる。しかし、本指標は、無向グラフの指標と
して算出され、取引の有向性は考慮されなくなる。そこで、産業集積地域内の個々の企業の取引に焦点を当
て、企業問の取引の流れを考慮し、中核企業の分類をおこなった後に、「制約度の総和」の算出を行う。さ
らに、燕地域においては、金属加工技術をもとに多様な製品群が生み出されてきたことから、中核企業が持
つ「技術」に着目し、その指標として、「特許出願数(公開)Jと「実用新案登録数Jの合計値を「技術力 7)J 
とし、「制約度の総和jとの関係を分析する。
分析モデルを図7に提示する。このモデルでは、 A杜の購入先と販売先との関係により分類をおこなう。
A社の購入先についてみると、購入先が3社以上あれば、 aとbが協合しA杜に対し供給を拒んでも、 c社
から供給を受けることが可能である。また、 A社は、 a. bとcを競わせることにより有利な条件を引き出
すことが可能である。また、販売先においても同様のことが言える。すなわち取引先が3社以上あればAは
購入先、販売先と対等な関係を形成し自律的であるといえる。そこで、 A社の取引先との関係に着目し、購
入先が3社以上あるか否か、あるいは販売先が3社以上あるか否かの条件により、中核企業を 4つのタイプ
に分類する(図 8)。
図7 企業分析モデル
(出所)筆者作成。
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図8 企業間取引における 4類型
(出所)筆者作成。
①タイプは購入・販売自律型(購入3社以上、販売3社以上)である。②タイプは購入自律・販売拘束型
(購入3社以上、販売3社以下)、③タイプは購入拘束・販売自律型(購入3社以下、販売3社以上)、④タ
イプは購入・販売拘束型(購入3社以下、販売3社以下)である。この分析手法にモデルをもとに、実際の
産業集積地域の企業間取引データを用いて分析をおこなう。なお。技術力については、企業規模の影響を排
除するため、「特許出願数(公開)Jと「実用新案登録数jの合計値を資本金で除して対数化する 81。
2.企業間取引データを用いた分析モデルによる分類
最初に取引先の数により中核企業を4類型に分類した。①タイプは25社 (43.9%)、②タイプは10杜
(17.5%)、③タイプは11社(19.3%)、④タイプは11社 (19.3%)が抽出された。①タイプは、「製造Jと
「卸jが多く、②タイプでは「製造j、③タイプでは「材料jと「製造」、④タイプでは「卸jの割合が高い。
役割別にみると、「製造」では、購入・販売先とも地域との関係が強い①タイプの企業が一番多く、次に、
購入先が地域との関係が強い②タイプ、販売先が地域との関係が強い③タイプ、最も少ないのは、購入・販
売先が地域との関係は希薄な④タイプに分かれることである。
次に「卸jについてみると、購入・販売先が地域との関係は希薄な④タイプと、購入・販売先とも地域と
の関係が強い①タイプにほぼわかれることがわかった。産業集積地域と関連を有する企業群は①タイプであ
り、燕地域において主要なタイプでもある。この分類の特定の企業に着目し、その企業を取り巻く取引関係
に注目し、分析を行って行きたい(表4)。
表4 燕地域の中核企業の4分類結果
合計 平度の均制総約和 材料 製造 製造・卸 卸 入(平次絹数) 出(平次均数~ I 
わうZイプ 25i士 0.110 17 2 5 6.32 5.68 I 
②9イプ 10社 0.205 。 7 2 4.50 1.10 I 
;3)1イプ 11社 0.179 3 7 。 1.45 6.00 
五ulイプ 11宇土 0.610 。 4 7 1.00 1.00 
合置+ 57 4 35 3 15 
(出所)筆者作成。
3.既存研究と分析モデルの検証
次に、今回提示した分析モデルにおける 4タイプと、吉田[1998Jの3分類や、渡辺他 [2001Jの6分類
の比較は表5のとおりである。
吉田の3分類と比較すると、吉田の第一類型は、主に①タイプで、③タイプもあるこということである。
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吉田第二類型は、主なタイプがなく、吉田第三類型は、主に①タイプで、②タイプ、③タイプもあるという
ことである。
次に、渡辺他の6分類では、第 1類型は、主に①タイプで、③タイプもあるこということである。第2類
型は、④タイプが多く、次いで①タイプが多い。第3類型は、①タイプである。第4類型は、主なタイプが
ない。第5類型は、おもに①タイプで、②タイプや④タイプもある。最後に第6類型は抽出されなかった。
このことから、本分類方法は、吉田、渡辺他の分類方法では明らかにできなかった産業集積との関係を、
定量的基準により分類することが可能であり、産業集積地域と企業の関与の関係を分析するのに有効である
と考える。
表 5 本研究の4分類と、吉田分類、渡辺他分類の比較
吉田3分 本輸文① 本輸文② 本飾文③ 本愉文⑧ 合計 渡辺他6 本論文① 本分頬:2l 本輸文③ 本愉文④ 合計類 ~イプ ヲイプ ~イプ 9イプ 分類 予イプ 告イプ 告イプ ヲイプ
第一語型 7 4 。 12 7 4 。 13 
謹言器
4 3 7 15 
重第三三重類量型止
2 。 。 。 2 
1 。 3 。 3 
日 5 4 18 10 5 2 4 21 
『魁棋鉛
小針 251 _____10 10 1 57 
(出所)筆者作成。なお、吉I1J3分類、渡辺6分類にあたっては各企業のホームページ、団体の
名簿を参考に、複数の機能を有している場合は、代表的であろうと想定される分野に分類
を行った。さらに参考に「材料供給」を設けた。
4.制約度の総和と技術力の関係
個々の企業についてみると、抽出された中核企業57企業について、 4つの分類に基づいて、技術力の高い
順位から並べたものは表6のとおりである。
ここでは、燕地域の産業集積と関係を持ちながら、金属洋食器、金属器物、さらには独自製品を開発する
主に①タイプと、②タイプについて分析をおこなう。株式会社の最低資本金が一時期、 1000万円に引き上げ
られたことから、資本金1000万円超でないと、技術力との相関がとれないことから、資本金1000万円起を分
析対象とした。ここで、パートの構造的空隙の理論を考えると、構造的空隙で制約された企業ほど不利にな
り、そのような制約の少ない企業、すなわち、多様な相手と接続する能力のあるハプまたはコネクターとな
りうる企業、地域の異なるグループの聞の「構造的空隙jにブリッジを架ける企業が有利になる可能性があ
ることは前述したとおりである。このような構造的空隙の克服度を測定するため、「制約度の総和jを算出
する。
ノfー トは、図 9の関係において、 iに対する他のすべてのネットワーク構成員からの構造的制約を合計し
たものが、 Iがネットワーク全体から受ける「制約度の総和jとし、アクターiがアクターjに課される制約度
(Cij) を次のように定式化している 9)。
tCJ=tPij+ヱPiqP.ふoj
q 
すでに筆者は、小長谷・武田・梅村 [2011]において、和歌山県海南市の産業集積において「制約度の総
和の小さい企業(構造的に有利な企業)ほど、イノベーションに有利(資本金あたりの特許出願率等が多い)J
なことを確認している。今回、新潟県燕地域について分析の結果、②タイプについては、傾向はみられなか
ったが、もっとも数の多い①タイプについては、「制約度の総和jと「イノベーションに関わる技術力(資
本金あたりの特許出願率等が多い山)Jについて同じような関係が見られることがわかった(図10)。ネット
ワーク構造的に有利な企業ほど、イノベーションに有利であるという関係が共通でみられるのである。
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(出所)筆者作成。
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表6 燕地域の中核企業における制約度の総和と技術力の関係
図9 重複と拘束の空隙の状況
(出所)ロナルド・ S・パー ト [2006J。
V. 
武田至弘「企業問ネットワークの構造とイノベーションに関する研究j
一0.5
~ E3:i ・~~下
-45 
-5 
制約度の総和
~帝---
• 
-①タイプIlIf本金1000万円超)
線形{①タイプ{貰本童1000万円超))
V. .6.6039)(-3.0115 
R2.O.2S1 
図10 ①タイプにおける制約度の総和とLog((特許出願+実用新案)/資本金)との関係
(出所)筆者作成。
事例研究
1 .分析の概要
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燕地域では、①タイプは、企業聞の取引関係においてネットワーク構造的に有利、すなわち「自律的」な
企業は、[技術力Jが高い傾向があることがわかった。
しかし実例において「技術力」を有する企業が、その取引先とのネットワークの性質により、地域全体の
イノベーションを促進させる役割を担うか、あるいは自らの利益のために行動するのかで結果が大きく異な
ってくる。 しかし、企業関取引データではネットワークの性質まで読み取ることはできない。そこで文献、
各企業のホームページ、およびヒアリング調査を行い、取引ネットワークの性質を確認する。
燕の主要タイプである①タイプにおいて、技術力が高くかっ構造的に有利な企業は、 B203、B234である。
B203は、渡辺他第 5類型のニッチ市場向け独自製品開発金業、 B234は、吉田第一類型、渡辺他第 1類型の
囲内向け自社プランド洋食器メーカーである。
次に、地域との購入においてつながりの高い②タイプについては、やはり技術力が高く構造的に有利な企
業は、 B213、B225である。 B213は、吉田第三類型、渡辺他第 5類型の金属加工をもとに新分野開拓を志向
する企業群、 B225は、 B213と同じ類型で、 B213に比べて制約度の総和が高い。
このことから、①タイプについてはB203、B234、②タイプについては、 B213について、ヒアリング及び
文献調査を通じてネットワークの性質を確認する。あわせて燕地域で企業支援を実施している燕商工会議の
活動についてもヒアリングを実施する。
2.事例分析
( 1 ) r自主開発の大理石関樹指によるイノベーションと、ポリシーによる地域内の多様な企業との取引」
の事例
B203社は、研磨工場として創業、その後プラスチック部門を開設してプラスチック製品の製造を行って
いる。同社は、多くの化粧品の容器や鏡のついたコンパクトの素材に使用されているマーブル調の輝くよう
な地模様があるプラスチックを発明し、大手企業と共同で特許権を取得している。また、同社は米粒のくっ
つかない「マジックしゃもじjを開発し、全国的に有名になるなど、研究開発には熱心である。
また、地域振興との共存共栄を心がけており、製品の製造は自社一貫生産を行うが、包装、ピニル資材、
梱包、パッケージはすべて地元で調達している。「製造会社、材料会社、下請け、内職はすべて地域の皆さ
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んにお願いする、地域にお金が回らなければ地域経済はよくならない…jが会長のモットーである。また、
販売についても、地域の問屋経由に徹し、問屋との信頼関係構築に努めている。さらに、同社は、燕三条ブ
ランドの立ち上げを発案するとともに、商品のPRやカタログ等を作成して観光産業を立ち上げる試みを行
うなど、地域の活性化に取り組んでいる。
図11に、 B203社の取引ネットワークを示す。この図から、製造と卸の垂直連携ネットワークの結節点に
なっていることがわかる。また、燕地域における製造における水平連携ネットワークの結節点にもなってい
る。またヒアリングにおいては地域連携にも積極的であり、分業生産体制を維持し、共存共栄を心がけるな
ど信頼関係構築に努めていることなどから、どちらかが一方を支配するという関係ではなく、お互いが自律
した企業聞の対等な関係を有していると考える (2011年 8月著者ヒアリング実施、大山 [2011J、特許庁総
務部企画調査課 [2009J)。
材料 闘争 製造 闘争 製造・卸臨ゆ聞
-'
???
~醐
図11 8203社の取引ネットワーク
(出所)筆者作成。
( 2) i地域外の企業との連携によるハードコーディング技術によるイノベーションと、地域内の多様な企
業との取引J
B234社は、高級金属洋食器の開発・製造を主体とし、国内ホテル、レストランの高級化に対応したブラ
ンド製品を製造している。同社は、ステンレスの金属表面硬化加工技術を保有し、キズがつきにくい洋食器
を製品化し、他社との差別化を図っている。この技術は、チタン製腕時計の研磨技術を金属洋食器に応用し
ようとしたB杜が、燕市で加工業者を探していたおり、燕の産業団体の紹介で出会いがはじまった。その後、
同社は、 B社が保有する腕時計の金属表面硬化加工技術を、洋食器向けに応用する技術開発に成功し、 B社
との共同で特許権を取得している。
同社の生産品目は多い。いろいろなアイテムを在庫し、 1本の注文から対応することが同社の強みのーっ
となっている。このため、生産ロットも最小60本から最大 1万2000本と幅広く、変動が大きい。このため、
地域内の外注先の存在が、同社の強みである幅広い品揃えと注文への迅速な対応を可能としている。さらに、
燕には金属加工に関する様々な要素技術が蓄積されており、それを組み合わせて地域のノウハウを結集すれ
ば、ステンレスを中心とする高機能の金属製品の開発や地域外からの加工依頼の多くに応えることができる
と考えている。また、地域との連携にも積極的であり、“つばめプロシアムネット"や、“磨き屋シンジケー
ト"の賛助会員など、様々な活動に参加している。図12に、 B234社の取引ネットワークを示す。この図か
ら、材料と卸の垂直連携ネットワークにおける節点になっていることがわかる。さらに、同社は、燕市に立
地するメッキ、研磨、金属食器製造などを担う企業と取引があり、燕地域における製造における水平連携ネ
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ットワークの結節点にもなっている。またヒアリングにおいては地域内連携にも積極的であり、取引ネット
ワークは、目的・状況に応じて構成企業が流動的に変化する柔軟性の高い形態の分業生産体制を維持してい
ることから、お互いが自律した対等な関係を有していると考える (2011年8月著者ヒアリング実施、関・福
田 [1998]、商工総合研究所 [2009]、独立行政法人中小企業基盤整備機構 [2011J、新潟県ホームページ
『にいがた モノ・クリエイト.10)
材料 製造 聞ゆ 製造・卸国ゆ卸
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図12 8234社の取引ネットワーク
(出所)筆者作成。
( 3) i陶器の質感をもっチタンタンブラーと地域外の企業と金属加工技術以外で連携J
8213社は、各種真空容器の製造や、ステンレス・チタン製品のオーダーメイド加工を行うとともに、現
在、ステンレス製魔法瓶を一貫生産している囲内唯一の企業である。
同じ燕市で長年取引があった鋼材加工会社C社が、同社に資本参入した。 C社の社長を兼務している現社
長が、新潟の酒造メーカーがチタン製のボトルに入れた酒を売り出したのを知り、チタン製容器の開発を取
り組んだところ、自社に真空二重容器を製造するプレス加工、スピニング加工などの金属加工技術、研磨作
業などの表面処理技術などチタンを加工する技術があったため、チタン製二重容器の製品化が実現した。し
かし、顧客や販路は、ステンレス製二重容器と差別化できない課題があった。その後、 C社が経営するギャ
ラリーのデザイナーが、「和jを感じさせる陶器の質感を有するチタン製二重容器の商品化を提案、チタン
製二重タンブラーが完成した。そのタンプラーが2010年1月に横浜市で開催されたAPEC首脳会議2010の昼
食会で使用され、また参加20カ国首脳への贈答品になったことで一躍注目を浴びた。その製品は、従来の顧
客、販路とは異なるルートで販売されている。
図13に、 8213社の取引ネットワークを示す。この図から、燕地域における製造における水平連携ネット
ワーク結節点になっていることがわかる。製造、販売の垂直連携ネットワーク形成は不十分である。しかし、
8203社は外部企業の新たな商品提案から、金属器物において、新たな市場を開拓した (2011年8月著者ヒ
アリング実施、越後ジャーナル杜 [2011J)。
( 4 )地域での対等な取引関係をコーディネート(燕商工会輯所)
燕商工会議所は、燕市が優位性を持つ研磨という基盤技術に特化した水平連携ネットワークを形成する取
り組み「磨き屋シンジケート」や、材料調達から成形、研磨仕上げまで一貫して行う、垂直連携ネットワー
クの形成である「つぱめプロシアムネットjの組織化を行っている。これらの組織の強みは、個々の事業者
をネットワーク化し、共同受注システムを構築することで、商品開発から製品化までの一連のピジネスを一
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図13 8213社の取引ネットワーク
(出所)筆者作成。
気通貫させるとともに、世界レベルの高度な研磨技術を強みに、さまざまな企業のニーズに応えている点に
ある。地域外企業からの新規受注を拡大し、地域関連企業で付帯業務までを完結することで、地域経済の振
興にも貢献している。
また、商工会議所内に問い合わせ窓口を設置し、受注を一本化している。 D氏によれば「例えば、会議所
が受注した製品を、『プレス.1r磨きJを複数の加工メーカ一、『検品.1r運転資金』を商社が担うことにより、
仕様、納期および価格などの情報をメンバー聞で共有することになり、互いの能力や役割が明確になり、信
頼関係が高まり企業間の連携が進んでいる。さらに、燕地域内外の企業からも製品や加工の依頼が会議所に
寄せられるJなど、お互いが自律した企業聞の対等な関係を目指している努力があることがわかった。会議
所がコーデイネートすることにより、燕地域において垂直連携と水平連携の対等なネットワーク構築に向け
た取り組みの成果が現れているといえる (20日年8月著者ヒアリング実施、高野 [2005J)。
Vl.イノベーション生成の観点からみた企業聞ネットワークの構造に関する考察
1.事例研究の分析結果の検証
抽出された特色ある 3企業の事例研究の結果を、技術力、取引ネットワークの性質についてまとめると以
下のとおりである。
( 1 )技術力
抽出された3企業は、独自の技術を有し、その技術を用いた製品を開発しており、機能やデザインにおい
て他社との差別化につながっている。①B203杜においては高機能樹指を開発、他社と特許を共有するとと
もに、これらの樹脂を用い顧客ニーズに対応した製品を開発している。②B234杜においては、金属食器・
器物において表面硬化技術を他社と共同開発し、これらの技術を用いた高機能製品を開発している。また、
③B213社においては、自社の加工技術と、関連企業がもっ素材、デザインと融合することにより、新たな
市場を対象とする製品を生み出している。このように各企業は製品の高度化に資する技術を有し、他社とは
対等な関係を構築するとともに、これらの技術はイノベーションの生成に寄与していることがわかる。なお、
これらの技術の特徴は、自社で開発したものや、対等なネットワークを通じて外部からもたらされ、自社製
品へ応用するきっかけになっていることである。
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( 2 )取引ネットワーク
1 )①タイプについてみると、 B203社は、燕地域において、垂直連携ネットワークと水平連携ネットワー
クの結節点を有し、分業生産体制を維持し、地域企業との共存共栄を心がけるなど信頼関係構築に努めてい
る。 B234社は、燕地域において、垂直連携ネットワークと水平連携ネットワークの結節点を有し、地域内
の外注先と目的・状況に応じて構成企業が流動的に変化する柔軟性の高い形態の分業生産体制を維持してい
ることが同社の強みである幅広い品揃えと注文への迅速な対応を可能としているなど、産業集積の必要性を
強調している。このように「購入・販売自律型」企業は、地域との連携を重要視していることがわかる。こ
のことから、どちらかが一方を支配するという関係ではなく、お互いが自律した対等な関係であるといえ
る。
2 )次に、②タイプでは、 B213社は、燕地域において、製造の水平連携ネットワークを有しているが、卸
との垂直連携ネットワークの形成は不十分である。しかし、経営的には自律した企業聞の対等なネットワー
クを通じて、外部から素材やデザイン、市場ニーズが持たされて新商品を生み出すきっかけになっているこ
とカTわカミる。
3 )さらに、燕地域全体では、商工会議所が企業聞の結節点になり、「つぱめプロシアムネットjや「磨
き屋シンジケート」など対等な関係のネットワークを構築する事業の成果が現れてきている。このような企
業聞の対等な関係について、吉永 [2008Jは、新連携制度11)の事例として、佐賀県の有田焼の窯元と工程
分業メーカーが連携し、製品開発に成功した事例を紹介している。ここでは、窯元は、ユーザーが求めてい
る仕様、納期および価格などの情報を全ての連携メンバーに伝達し、工程分業メーカーは、開示された情報を
基に受注を行う。生産は垂直的に行われるが、情報は水平的に共有され、連携メンバー聞に、新しい企業間
関係を調整する「ルールjが形成されたとしている。筆者は、有田の例では、一窯元と工程分業メーカーと
の関係において、対等なネットワークが形成されたと考える。燕地域では主力企業が参加するなど地域全体
で対等なネットワーク構築に向けた取り組みに拡大していることである。
2.分析モデルの評価
( 1 )本研究では、ネットワーク構造上有利な地位を示す「制約度の総和」を分析した。その結果、
1 )制約度の総和が小さいほど、イノベーションにかかわる特許等のパフォーマンスが高いこと(メイン
となるグループ①)、
2 )制約度の総和を指標として、特色ある企業を抽出できること、
3) また、活力ある燕地域の地元の商工会議所等は、地域で対等なネットワークが形成されるよう心がけ
ていること、などのことを確認した。
筆者は、 1)の点については和歌山県海南市でも同様の結果を確認しており、 2)の点について、関西の
電池産業のネットワークでも同様の結果を確認している (2011年6月11日、産業学会全国研究会にて報告)。
先行研究では、派閥やクリークの結節点になる者があらたな情報をもたらすなど、ネットワーク上の地位
が、イノベーションにおいて重要な役割を果たすことが明らかにされてきた。このため、産業集積分析にお
いても、スモール・ワールド性の評価が進められてきた。
社会学分野等で人や法人を対象にしたネットワークの分析においては、すべてのノードにリンクを張るこ
とが可能である。しかし、本研究のように産業分野への適用にあたっては、企業には役割がありすべてのノ
ードにリンクを張ることができないこと、また、自社で行えないものは他の企業と取引を行わなければなら
ない、すなわち必ずリンクを張る必要があること、さらにそのリンクには方向性があるなどのリンクを張る
上での制約事項がある。
このことから本研究では、産業集積内の企業間取引ネットワーク分析にあたっては、有向グラフを活用し、
特定の企業に着目し、入次数と出次数により取引の集束度合いにより、企業の特性を 4種に分類した。この
手法により、特定金業と産業集積地域とのつながりの分類が可能となり、産業集積地域との取引関係が強い
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「購入・販売自律型j企業を分析することにより、産業集積地域全体の特性を把握することが可能であるこ
とがわかった。この分析手法を「ファイパー(束)モデル分析手法Jとしたい。
3. イノベーション生成の観点からみた企業間ネットワークモデル
燕地域において、企業が保有する技術と企業聞の取引ネットワークについて、新分野開拓、あるいは既存
分での高付加価値化に貢献する新商品生成の観点から、ネットワーク分析手法を行った結果、産業集積地域
において、イノベーション生成の観点から、「購入・販売自律型jで、「技術力を有しJ、「制約度の総和が低
い」企業が保有する対等な関係のネットワークが、イノベーションの生成に寄与していることがわかった。
以上の結果から、個々の企業の技術力の向上は、製造プロセスの高度化あるいは効率化や、新しい技術や
商品の開発をめざしたノベーションの創出に不可欠であると考える。さらに各企業が他社との対等なネット
ワークを構築することにより、外部から新たな技術や市場情報などがもたらされ、新分野開拓、あるいは既
存分野での高付加価値化に貢献する新商品の生成へとつながっていく。このことは、燕地域では、各工程毎
の加工技術が各々の企業に分散した状態が、対等なネットワークにより融合し、また外部との対等なネット
ワークが新たな技術や市場情報をもたらし、このことが外部環境変化へ対応した新商品開発・商品の供給の
早さを生み出し、多様な製品を生み出し続け環境激変に対応しつづける燕地域の要因の一つであることがわ
かったO
百.おわりに
本研究では、近年企業同士が密接に結び付いた産業集積の構造や、企業聞の取引構造を研究する上で重要
な企業間関係そのものを直接分析できるネットワーク分析という新しい手法を用いて、全体的には衰退局面
にある日本の産業集積地域のなかで、活力を失っていない、燕市および周辺地域の金属洋食器や金属器物を
中心とした金属加工産業集積地域について、イノベーション生成と企業問ネットワークの構造の関係を探っ
た。
既往の研究は、①ネットワーク全体の性質と経済発展を追求したものであり、個々の企業の性質はあきら
かになっていない。さらに個々の企業に対するミクロ的な分析を行う必要がある。②また、取引の方向性を
考慮しない「無向グラフ」を用いたものであるが、企業取引は 11上Jから「川下」へ流れがあり、ネット
ワーク分析を産業分野に適用するには、取引の方向性を考慮した分析を行うことが必要である。本研究では、
新潟県燕地域の金属加工産業を対象に、燕地域の企業聞の取引をもとに、各企業の「購入先Jを「入次数J
とし、「販売先」を「出次数jとする有向グラフを作成し、ミクロ的な視点から産業集積地域内おける企業
聞の取引の流れを把握し、産地型集積地の企業が保有する技術と、企業聞の分業構造との関係から、イノベ
ーション生成との関係について考察をおこなった。
その結果、企業開ネットワークとイノベーションの生成との関係において、ネットワーク構造上有利で、特
色のある企業が抽出された。イノベーションの可能性の高い企業では、①個々の企業の技術力だけでなく、
②ネットワーク上の多様な接続をもっ有利な地位の獲得、③対等な企業間ネットワークの維持、が重要であ
ることカTわかった。
企業聞の取引の方向性を考慮し分析を行った結果、個々の企業の技術力の向上は、製造プロセスの高度化
あるいは効率化や、新しい技術や商品の開発をめざしたイノベーションの創出に不可欠で、あること、さらに
各企業聞の対等なネットワークは、新たな技術や市場情報をもたらし、新商品開発・商品の供給の早さを生
み出し、多様な製品を生み出し続け環境激変に対応しつづける燕地域の要因の一つであることがわかった。
これまでの「同質的かっ低付加価値の日用消費財の繰り返し生産、産地全体としての大量生産」を最大の
特質にしてきた時代においては、産業集積地は、地理的に企業が集中していることによる輸送費、原材料購
入費の節約、人的資源の容易さが重要であり、市場との接点を有する「却I機能が中心のモデルといわれて
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きた。しかし、活力ある産業集積地域においては、個々の企業の技術力と、産業集積内でネットワークが重
要であることがわかった。
以上から、産地型集積地を活性化させていくには、最初に地域がもっ技術などの優位性を明らかにし、そ
の優位性を活かし地域の企業が連携し、対等な関係のネットワークを構築していく必要がある。そこでは、
系列や下請け構造などといった企業間取引だけでなく、新商品や新サービスを生み出すような中小企業聞の
連携が必要となってくる。
しかし、新たな事業展開を図るうえで連携する企業関取引においては利害関係から生じる「囚人のジレン
マ凶JIホールド・アップ問題13)Jや「機会主義的行動凶jが発生し、それらを回避するため連携する企業聞
の利害を調整し協力関係を確保する、取引企業聞における信頼や協力関係が重要で、ある。このため、企業間
の信頼および利害関係を調整し、立場の弱い企業も平等に参加できるようなコーデイネート機能を、公共的
立場から担保するような政策が有効である。
政策的には、新商品や新サーピスを生み出すような中小企業関の連携を支援する新連携制度1)がある。
複数の中小企業が連携体を組み、技術・ノウハウの綿密な『摺り合わせ』を通じて、柔軟にお互いの強みを
相E補完しながら高付加価値の商品・サービス等を創出する事業を公共的に担保している。今後、これらの
制度を地域に拡充し、企業聞の信頼および利害関係を調整するコーディネート機能を地域における業種横断
的な経済団体が担い、地域全体で工程を分担するネットワークを構築し、このネットワークが生産は垂直的
に行われるが、情報は水平的に共有される企業聞の対等なネットワークを形成する。このことにより、構造
的に優位性のある産業集積につながっていくことが期待される。
[注1
1 )伊丹他 [1998Jは、産業集積を、 11つの比較的狭い地域に相互の関連の深い多くの企業集積が集積している状態を
さし、その集合体としての集積が、全体の個々の企業の単純和を超えた効果・機能をもっている」と定義している。橋
本 [1997Jは、わが国の産業集積を 4つの類型に分類している。大企業中心型は、生産工程統合型の大企業に依存する
類型(新居浜、水島)、大企業補完型の「企業城下町」産業集積(トヨ夕、目立)であるとし、中小企業中心型は、「産
地」型集積(鯖江、燕、常滑)、大都市立地ネットワーク型(東京大田区、東大阪)であるとしている。
2 )現燕市で旧燕市・吉田町・分水町とする。
3 )小さい平均距離と、大きいクラスター係数を有するネットワーク。
4 )次数分布がベキ則になるネットワーク(1/k') (γ はベキ指数)
5 )本社所在地は日本囲内に限定。
6) 1卸」は自ら生産は行わず複数の製品を販売する者。「製造・卸」は、自社で生産を行うとともに他社の製品を販売す
る者。「製造」は自社で生産を行う者、ただし、自社製品のみを販売する場合も製造とする。「材料」は生産に必要なス
テンレス板などの材料を供給する者とした)
7 )特許出願数(公開)および、実用新案登録数は、特許公開平05-000001~ 2011-142818、特許公表平08-500001~2011-
521617、特許再公表92/022643~ 20091119569、実用登録2500001~ 2607899、登録実用3000001~3169272から検索を行っ
? 
，~。
8 )シュンベーター仮説を検証する研究によれば、企業規模が大きくなるにしたがって研究開発費は企業規模に比例的以
上あるいはほぼ比例して増加するが、特許と実用新案の出願件数は研究開発費と比較するとやや低い比率で増加する研
究がある[本庄2007J。
9) Pijは、 1がネットワークの構成員と持っている関係全体に対して、 iとjの関係が占める割合である。ヱPiqP句は、 iとj
の聞にネットワークの他の構成員を一人入れた三者関係を見て、そこに構造的空隙がどれだけ存在しないかを示すこと
になる。構造的空隙が多ければ多いほどこの数値はOに近くなり、 iとjが間接的にかかわっていればいるほど、つまり、
構造的空隙が少なければ少ないほど、この数値は大きくなる。 Ojは、分析単位をグループとした場合に、 jが含まれる
グループ内部の結束の度合いを表す。
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10)海南地域では、①タイプで、資本金1000万円超の企業について、イノベーション(特許出願数十実用新案出願数)と
利主主との関係については、 y=-6.9001x-2.3883 R'=0.4194 で相関がある。
xはLOG(特許出願数+実用新案出願数)/資本金)、 yは利益/資本金
11)新連携とは、「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律」における異分野連携新事業分野開拓のことである。
12)ゲーム理論や経済学において、個々の最適な選択が全体として最適な選択とはならない状況の例としてよく挙げられ
る問題。非ゼロ和ゲームの代表例でもある。この問題自体はモデル的であるが、実社会でもこれと似たような状況(値
下げ競争、環境保護など)は頻繁に出現する。
13) Klein-Crawford-Alchian (1978)において最初に指摘された。そこでは立地を特定資産として自動車産業の車体アセン
ブラーと部品サプライヤーとの聞で発生した事例が考察されている。またホールド・アップによって移転される利益は
「専有可能なレン卜と呼ばれている」。
14)不正直行動 (dishonesty)、背信行為 (infidelity)、怠慢好意 (sh汀king)である (Griesinger，1990)。
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